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      電力の安定供給確保に関する緊急要望 
 

 政府の需給検証委員会は５月１４日、関西電力における今夏の電力需給に関し、マイナ

ス１４．９％の需給ギャップ、ならびに１５％程度の節電目標が必要との見通しを示した。 

 電力は県民生活、経済活動などにとって不可欠の基盤であり、電力の安定供給がなけれ

ば、多大な影響を受けることとなる。ましてや、当県においては、昨年の台風１２号で受

けた被害から立ち上がる復旧途上にあり、電力不足はこれに決定的な追い打ちをかけるこ

ととなる。 

 さらに、政府は万が一に備えたセーフティー・ネットとしての計画停電の準備検討を指

示したが、計画停電が実施されれば、病院などの大混乱が予想され、県民の命に関わる事

態さえ起こりうる可能性がある。また、企業の生産活動への影響は計り知れず、地域経済

の疲弊に繋がりかねない。 

 よって、関西電力には、次の通り緊急の要望を行う。 

 

１．大飯原子力発電所３，４号機の早期再稼働による計画停電の回避 

 政府は、大飯原子力発電所３，４号機が再稼働すれば、需給ギャップが解消される

見通しを示した。それでもまだ供給余力不足ではあるが、計画停電を回避できる可能

性が高くなり、節電努力の可能な範囲と認識する。 

 政府が先頭に立って、地元自治体の理解を得ることは言うまでもないが、関西電力

においても一刻も早い再稼働に向けて全力を注がれたい。 

 

２．短中期的な電力の安定供給確保 

  大飯３，４号機のみならず、安全が確保された原子力発電所の再稼働を着実に進め、  

 電力不足から一刻も早く脱することで、県民生活の安心、ならびに企業生産活動の増大、 

 県内の企業立地促進に繫げて頂きたい。 

  そのために、関西電力におかれては、原子力発電所の安全性向上対策を不断に行って 

 いくことにより、失われた原子力への信頼回復に真剣に努められたい。 
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